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鳥取県 鳥取市 教育委員会事務局 学校保健給食課 0857-20-3376 kyo-hokyu@city.tottori.lg.jp
http://www.city.tottori.lg.jp/www/contents/15
45965145002/index.html ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

鳥取県 米子市 米子市教育委員会事務局 学校教育課 0859-23-5434 gakkyo@city.yonago.lg.jp https://www.city.yonago.lg.jp/9377.htm ○ ○ ○ ○ ○ 目につきやすいタイトルや平易な文面の使用 ○ ○ ○

鳥取県 倉吉市 倉吉市教育委員会事務局教育総務課 0858-22-8165 kyouikusoumu@city.kurayoshi.lg.jp https://www.city.kurayoshi.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

鳥取県 境港市 教育総務課 0859-47-1085
gakkoukyouiku@city.sakaiminato.lg.j
p

http://www.city.sakaiminato.lg.jp/index.php?vi
ew=108812 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

鳥取県 岩美町 岩美町教育委員会 0857-73-1301 gakkoukyouiku@iwami.gr.jp http://www.iwami.gr.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

鳥取県 若桜町 教育委員会事務局 0858-82-2213 kyouiku@town.wakasa.tottori.jp
http://www.town.wakasa.tottori.jp/?page_id=
9872 ○ ○ ○ ○ ○ 各学校に対して制度を書面で周知 ○ ○

鳥取県 智頭町 智頭町教育委員会事務局教育課 0858-75-3112 kyouiku@town.chizu.tottori.jp ○ ○
9月頃に全児童生徒に申請書を配布。あわせて就学時健診の
保護者説明会にて説明。後日提出してもらう。 ○

教員向けには説明していないが、学校事務を通し、経済的支援が必要
と考えられる児童生徒の家庭には、本制度の周知を行なってもらうよ
う指導している。 ○

鳥取県 八頭町 学校教育課 0858-84-1231 gakkou-kyouiku@town.yazu.tottori.jp http://www.town.yazu.tottori.jp/1267.htm ○ ○ ○ ○ ○

鳥取県 三朝町 三朝町教育委員会事務局教育総務課 0858-43-3510 kyouiku@town.misasa.tottori.jp http://www.town.misasa.tottori.jp ○ ○ ○ ○ ○ ○

新入学児童について、就学時健診の結果送
付時に制度案内を同封して制度をお知らせ
し、各小学校の入学説明会で制度について
詳細を説明する。

鳥取県 湯梨浜町 湯梨浜町教育委員会 教育総務課 0858-35-5364 ykyoiku@yurihama.jp http://www.yurihama.jp/soshiki/19 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

烏取県 琴浦町 教育総務課 0858-52-1160
kyouikusoumu@town.kotoura.tottori.
jp

http://www.town.kotoura.tottori.jp/soshiki/kyo
uikusoumu/ ○ ○ ○ ○ ○

こども園等を通して年長児の保護者へ就学援助制度の書類を
配布 ○

就学時健康診断時に就学援助制度を紹介し、入学前に保護者に周知し
ている。 ○ ○ ○

既に就学援助制度を活用している方には、
来年度の申請書をお知らせ文書とともに配
布

鳥取県 北栄町 教育総務課 学校教育室 0858-37-5870 kyouiku@e-hokuei.net http://www.e-hokuei.net/3047.htm ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

鳥取県 日吉津村 教育委員会事務局 0859-27-5956 kyouiku@hiezu.jp
http://www.hiezu.jp/gyosei/m147/s952/g910/
s155/e577/ ○ ○ ○ ○ ○

本村は、小学校１校。就学時健診、入学説明会にて教育委員
会事務局職員が書類を配布し口頭でも説明。 ○ ○ ○

鳥取県 大山町
大山町教育委員会事務局 幼児・学校教育課
学校教育室 0859-54-5211 gakkou@daisen.jp ○ ○ ○ ○ ○

鳥取県 南部町 教育委員会事務局 総務・学校教育課 0859-64-3787 kyouiku@town.tottori-nanbu.lg.jp http://www.town.nanbu.tottori.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
周知文書にイラストを挿入して保護者に目を向けてもらうよう工夫し
ている。 ○ ○

鳥取県 伯耆町 教育委員会事務局 総務学事室 0859-62-0927 kyouiku1@town.hoki.lg.jp http://www.houki-town.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ 就学時健康診断の際に、新入生保護者に対して制度説明。 ○

・広報誌に掲載時、具体的な世帯の所得基準例を記載している。
・在校生、新入生保護者宛文書にも、具体的な世帯の所得基準例を記
載している。 ○

鳥取県 日南町 教育課 0859-82-1118 s1010@town.nichinan.tottori.jp
 http://www.town.nichinan.lg.jp/

○ 就学時健診・入学説明会で口頭で説明 ○ ○ ○

鳥取県 日野町 日野町教育委員会事務局 0859-72-2107 kyouiku@town.hino.tottori.jp http://www.town.hino.tottori.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
教育委員会から前年度の認定者に申請書を
配布

鳥取県 江府町 教育委員会事務局 0859-75-2223 k_kyouiku@town-kofu.jp https://www.town-kofu.jp/ ○ ○ ○ ○ ○

新入学生が年度初めから利用できるように、就学前（2月頃）に関係
機関から案内と申請書を配布依頼している。（保育園から小学校新1
年生に配布、小学校から中学校新1年生に配布） ○ ○

鳥取県
米子市日吉津
村中学校組合 米子市教育委員会事務局 学校教育課 0859-23-5434 gakkyo@city.yonago.lg.jp https://www.city.yonago.lg.jp/9377.htm ○ ○ ○ 目につきやすいタイトルや平易な文面の使用 ○ ○ ○

０ 就学援助制度問い合わせ先（広報用）

①部署名 ②電話番号 ③e-mail ④ウェブサイト ⑤その他（SNSなど）

ウ．学校
から全児
童生徒も
しくは保
護者に申
請書を配
布

エ．教育
委員会か
ら全児童
生徒もし
くは保護
者に申請
書を配布

オ．その
他
→（２） （２）オの内容

①都道府県 ②市区町村名

（３）就学援助制
度に関する教職員
向け説明会の実施

（４）就学援助制度周知の工夫

ア．教職
員向け説
明会を実
施してい
る

イ．教職
員向け説
明会を実
施してい
ない

Ⅰ 平成３１（令和元）年度就学援助制度の実施について

２．就学援助の申請方法

（１）就学援助制度の申請書の配付方法
 （あてはまるもの全てに○）

ア．学校
から希望
者に申請
書を配布

イ．教育
委員会か
ら希望者
に申請書
を配布

キ．毎年
度の進級
時に学校
で就学援
助制度の
書類を配
付

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．その
他→
（２） （２）ケの内容

（１）就学援助制度の周知方法(あてはまるもの全てに○)

１．就学援助制度の周知方法

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
学校で就
学援助制
度の書類
を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に学校
で就学援
助制度の
書類を配
付



20 20

鳥取県 鳥取市

鳥取県 米子市

鳥取県 倉吉市

鳥取県 境港市

鳥取県 岩美町

鳥取県 若桜町

鳥取県 智頭町
鳥取県 八頭町

鳥取県 三朝町

鳥取県 湯梨浜町

烏取県 琴浦町

鳥取県 北栄町

鳥取県 日吉津村

鳥取県 大山町

鳥取県 南部町

鳥取県 伯耆町

鳥取県 日南町

鳥取県 日野町

鳥取県 江府町

鳥取県
米子市日吉津
村中学校組合

①都道府県 ②市区町村名

生活保護基準額
等に掛ける係数
（倍率）

市区町村民税課税
最低限度額に掛け
る係数（倍率）

倍 倍

16 16 15 16 15 16 12 8 14 15 9 9 11 15 5 4 7 0 9 16 0 9 4

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3 障がい者・未成年者・寡婦及び寡夫で、前年所得が125万円以下の者 給与収入（税引き前）で算定する 15%未満 15%未満

○ 1.3 25%未満 25%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3

当該年度において、会社の倒産、事業の閉鎖又は家庭事情の変動によ
り、所得が著しく減ったとき又は家庭内の病気等により家庭支出が著し
く増えたとき等で教育委員会が給付する必要があると認めた者。

15%未満 20%未満

○ ○ ○ 1.3
教育長が特に就学援助の必要があると認める場合(世帯や収入の状況に
より判断する） 20%未満 20%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3
教育委員会・学校・民生委員で組織する認定協議会における意見によ
る。

10%未満 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3 10%未満 5%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.5 20%未満 20%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3
やむを得ない理由により所得が著しく減少した者又は家族の病気等によ
り支出が著しく増大した者で、教育委員会が援助する必要があると認め
るもの

15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○

・教育委員会が特に必要と認める場合（世帯状況・収入額等から総合的
に判断する）
・失業対策事業適格者手帳を有する日雇労働者又は職業安定所登録日雇
労働者もしくは求職活動支援機関等の登録者であり、前年の合計所得金
額が163万円を超えない者 イ．市区町村民税の非課税については地方税法第295条第1項に基づく

ものに限る。

15%未満 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3
当該年度において、会社の倒産、事業の閉鎖又は家庭事情の変動によ
り、所得が著しく減ったとき又は家庭内の病気等により家庭支出が著し
く増えたとき等で教育委員会が給付する必要があると認めた者。 チ についてはサ・シ・ス等の判断基準として使用している。

15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
やむを得ない理由により所得が著しく減少、又は家族の病気等により支
出が著しく増大した場合で教育委員会が援助する必要があると認めるも
の。

15%未満 15%未満

○ 1.3 15%未満 20%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3 他の要件に該当しても、チの要件に該当しない場合、認定しない。 10%未満 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3

教育委員会が特に給付する必要があると認めた者

15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ 1.5 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5%未満 5%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.5 20%未満 15%未満

○ 1.3 20%未満 30%未満

サ．学校納付金
の納付状態の悪
い者，昼食，被
服等が悪い者ま
たは学用品，通
学用品等に不自
由している者等で
保護者の生活状
態がきわめて悪
いと認められる
もの

シ．経済的
な理由によ
る欠席日数
が多い者

ス．保護者
の職業が不
安定で，生
活状態が悪
いと認めら
れる者

セ．生活福
祉資金によ
る貸付け

（１） 平成３１（令和元）年度当初における準要保護の認定基準（該当するもの全てに○）

（４）テの内容 （５）補足事項

Ⅱ 平成３１（令和元）年度準要保護認定基準

ソ．生活保護の
基準額に一定の
係数を掛けたも
の（生活保護の
基準額が変わる
と自動的に要件
が変わるもの）
→（２）係数

タ．生活保護の
基準額に一定の
係数を掛けたも
の（生活保護の
基準額を参照し
て額を定めてい
るもの）
→（２）係数

チ．特別支援教
育就学奨励費の
需要額測定に用
いる保護基準
額，又は同基準
額に一定の係数
を掛けたもの
→（２）係数

ツ．市区町村民
税（所得割又は
均等割）課税最
低限度額に一定
の係数を掛けた
もの
→（３）係数お
よび目安額

テ．その他
→（４）

（２）ソ，タ，
チを選択した場
合

ケ．個人の
事業税の減
免

コ．固定資
産税の減免

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

イ．市区町
村民税の非
課税

ウ．市区町
村民税の減
免

エ．国民年
金保険料の
免除

オ．国民健
康保険法の
保険料の減
免または徴
収の猶予

カ．児童扶
養手当の支
給

キ．保護者
が職業安定
所登録日雇
労働者

ク．P・T・A
会費，学級
費等の学校
納付金の減
免が行なわ
れている者

（３）ツを選択し
た場合

Ⅲ 就学援助率

（１）平成30年
度

（２）令和元年
度
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鳥取県 鳥取市

鳥取県 米子市

鳥取県 倉吉市

鳥取県 境港市

鳥取県 岩美町

鳥取県 若桜町

鳥取県 智頭町
鳥取県 八頭町

鳥取県 三朝町

鳥取県 湯梨浜町

烏取県 琴浦町

鳥取県 北栄町

鳥取県 日吉津村

鳥取県 大山町

鳥取県 南部町

鳥取県 伯耆町

鳥取県 日南町

鳥取県 日野町

鳥取県 江府町

鳥取県
米子市日吉津
村中学校組合

①都道府県 ②市区町村名

実費 支給平均
額

現物支給 上限額 上限の金
額

支給平均
額

一定額 一定の金
額

その他 実費 支給平均
額

現物支給 上限額 上限の金
額

支給平均
額

一定額 一定の金
額

その他 実費 支給平均
額

現物支給 上限額 上限の金
額

支給平均
額

一定額 一定の金
額

その他 実費 支給平均
額

現物支給 上限額 上限の金
額

支給平均
額

一定額 一定の金
額

その他

0 0 0 1 1 1 18 18 0 0 0 0 1 1 1 18 18 0 5 5 1 0 0 0 0 0 1 15 15 0 3 3 3 0 0 1 16

○ 11,520 ○ 50,600 ○ 21,207 ○ ○ 36,513 ○
校外活動費…執行見込額はH30の実績額を記入
学校給食費…１食単価×７割×食数

○ 13,650 ○ 40,600 ○ 27,000 24,000

学用品費：1年生11,420円、2～6年生13,650円
修学旅行費支給平均額：平成31（令和元）年度予算計上の単価
学校給食費：１食あたり280円のうち196円を補助（7割分）

○ 11,420 ○ 40,600 ○ 10,000 ○ 22,757

医療費：３０年度実績額（平均）
通学費：H31年度予算に計上した単価
学校給食費：１食あたり283円のうち189円援助（2/3補助）、保護者負担1/3

○ 11,420 ○ 40,600 ○ 23,000 給食費は全額減免して支給に代えている。

○ 11,520 ○ 50,600 ○ 26,000

○ 11,520 ○ 50,600 ○ 24,000

○ 11,520 ○ 50,600 ○ ○ 21,670 21,670 通学用品費：新1年生以外に支給。
○ 11,520 ○ 50,600 ○ 21,670 21,670 医療費、学校給食費については、平成30年度の実績。その他については、令和元年度予算額。

○ 13,770 ○ 40,600 ○ 24,300 医療費は平成30年度実績値

○ 11,420 ○ 40,600 ○ 24,111
通学用品費は第1学年を除く。 校外活動費は予算計上単価額。
PTA会費は世帯単位で支給。 医療費は平成30年度実績額。

○ 11,420 ○ 40,600 ○ 0 ○ 23,382
新１年生については新入学児童生徒学用品等に含んでいるため通学用品費の支給なし
支給平均額は３０年度実績を記入

○ 11,520 ○ 50,600 ○ 24,000

○ 13,770 ○ 50,600 ○ 23,000 校外活動費(宿泊を伴うもの)は実績無し

○ 11,520 ○ 50,600 ○ 24,786
・通学用品費については1年生には支給しない。
・校外活動費（泊あり）は実績無し

○ 11,420 ○ 40,600 ○ 24,500

小学校1年～3年の全児童の学校で使用する教材費(学用品）は、全額町費で賄っている。4年～6
年生について一定額支給している。
校外活動費の支給対象項目を交通費・見学料としているが、交通費は町予算でバスを借上げて
いる。

○ 11,520 ○ 50,600 ○ 25,172 ※支給平均額：修学旅行費、校外活動費は３０年度実績額で計上

○ 11,520 ○ 50,600 ○ 0 ○ 24,294 校外活動費については昨年度の実績

○ 11,520 11,520 ○ 50,600 50,600
郊外活動費、医療費、卒業アルバム代等の支給平均額は平成30年度の実績。学校給食費は実給
食費の7割を補助。

○ 13,770 ○ 50,600 ○ 60,844 ○ 17,457 新入学児童生徒学用品費等について実績なし

（２） 補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

Ⅳ 平成３１（令和元）年度準要保護就学援助額

（１） 費目毎の援助額

学用品費



20 20

鳥取県 鳥取市

鳥取県 米子市

鳥取県 倉吉市

鳥取県 境港市

鳥取県 岩美町

鳥取県 若桜町

鳥取県 智頭町
鳥取県 八頭町

鳥取県 三朝町

鳥取県 湯梨浜町

烏取県 琴浦町

鳥取県 北栄町

鳥取県 日吉津村

鳥取県 大山町

鳥取県 南部町

鳥取県 伯耆町

鳥取県 日南町

鳥取県 日野町

鳥取県 江府町

鳥取県
米子市日吉津
村中学校組合

①都道府県 ②市区町村名

実費 支給平均
額

現物支給 上限額 上限の金
額

支給平均
額

一定額 一定の金
額

その他 実費 支給平均
額

現物支給 上限額 上限の金
額

支給平均
額

一定額 一定の金
額

その他 実費 支給平均
額

現物支給 上限額 上限の金
額

支給平均
額

一定額 一定の金
額

その他 実費 支給平均
額

現物支給 上限額 上限の金
額

支給平均
額

一定額 一定の金
額

その他

0 0 0 1 1 1 18 18 0 0 0 0 1 1 1 18 18 0 6 6 1 0 0 0 0 0 1 14 14 0 4 4 4 0 0 1 15

○ 22,510 ○ 57,400 ○ 43,079 ○ ○ 60,634 ○
校外活動費…執行見込額はH30の実績額を記入
学校給食費…１食単価×７割×食数

○ 24,550 ○ 47,400 ○ 50,000 48,000

学用品費：１年生22,320円、2～3年生24,550円
修学旅行費支給平均額：平成31（令和元）年度予算計上の単価
学校給食費：1食あたり330円のうち231円を補助（7割分）

○ 22,320 ○ 47,400 ○ 19,113 ○ 40,342
医療費、通学費：３０年度実績額（平均）
学校給食費：１食あたり322円のうち215円援助（2/3補助）、保護者負担1/3

○ 22,320 ○ 47,400 ○ 43,000 給食費は全額減免して支給に代えている。

○ 22,510 ○ 57,400 ○ 22,900 ○ 65,000
対象費目があっても実績無しのものあり（該当セルのコメント参照）

○ 22,510 ○ 57,400 ○ 60,300

○ 22,510 ○ 57,400 ○ ○ 60,300 60,300 通学用品費：新1年生以外に支給。
○ 22,510 ○ 57,400 ○ 60,300 60,300 医療費、学校給食費については、平成30年度の実績。その他については、令和元年度予算額。

○ 24,760 ○ 47,400 ○ 75,816 医療費は平成30年度実績値

○ 22,320 ○ 47,400 ○ 49,812
通学用品費は第1学年を除く。 校外活動費は予算計上単価額。
クラブ活動費・PTA会費は世帯単位で支給。 医療費は平成30年度実績額。

○ 22,320 ○ 47,400 ○ 0 ○ 60,836
新１年生については新入学児童生徒学用品等に含んでいるため通学用品費の支給なし
支給平均額は３０年度実績を記入

○ 22,510 ○ 57,400 ○ 52,680

○ 22,510 ○ 57,400 ○ 75,843
・通学用品費については1年生には支給しない。
・校外活動費（泊あり）及び医療費は実績無し。

○ 22,320 ○ 47,400 ○ 74,000

校外活動費の支給対象項目を交通費・見学料としているが、交通費は町予算でバスを借上げて
いる。見学料が必要な校外学習に、30年度は行かなかった。
医療費は30年度実績なしを記入。

○ 22,510 ○ 57,400 ○ 76,026 ※支給平均額：修学旅行費、校外活動費は３０年度実績額で計上

○ 22,510 ○ 57,400 ○ 0 ○ 0

○ 22,510 22,510 ○ 57,400 57,400 郊外活動費、医療費の支給平均額は平成30年度の実績。学校給食費は実給食費の7割を補助。

○ 23,722 ○ 57,400 ○ 62,076 ○ 37,364

○ 24,550 ○ 47,400 ○ 50,000 43,000

学用品費：１年生22,320円、2～3年生24,550円
修学旅行費支給平均額：平成31（令和元）年度予算計上の単価
学校給食費：1食あたり330円のうち231円を補助（7割分）

（２） 補足事項
新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費

Ⅳ 平成３１（令和元）年度準要保護就学援助額

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

（１） 費目毎の援助額

学用品費



20 20

鳥取県 鳥取市

鳥取県 米子市

鳥取県 倉吉市

鳥取県 境港市

鳥取県 岩美町

鳥取県 若桜町

鳥取県 智頭町
鳥取県 八頭町

鳥取県 三朝町

鳥取県 湯梨浜町

烏取県 琴浦町

鳥取県 北栄町

鳥取県 日吉津村

鳥取県 大山町

鳥取県 南部町

鳥取県 伯耆町

鳥取県 日南町

鳥取県 日野町

鳥取県 江府町

鳥取県
米子市日吉津
村中学校組合

①都道府県 ②市区町村名 Ⅵ 自由記述欄

1 2 1 3 9 4 11 1 1 3 0 0 0 0 3 0 2 1 2 4 4 1

○ ○ ○ 一部の学校で学用品費等の中古品を安価で販売している。 ○

○ ○ ○ ○ ○

○

○ 社会福祉協議会による、制服（中古）の無償給与

○

○ ○ 新入学児童・生徒祝い金を贈呈している。

○ ○
○

○

○

○

PTAで卒業生などの使用しなくなった制服を必要とする
方に支給している（あまり活用はないと聞いている）

○ ○ ○ ○

○ ○

福祉保健課が新入学児童のみ学用品実費補助(限度額
15,000円) (当村は一村一校。小学校のみ。中学校は近
隣自治体と組合立)

○

○ ○

給食費の徴収を公会計化しているため、給食費の支払いが滞る保護者に対し就学援助の案
内を実施したり、ひとり親家庭になられた世帯に対し、他課と連携をとり制度の案内をお
こなっている。
(要望）教育の機会均等の観点から就学支援制度の望ましい基準額を国が示してほしい。

○ ○ ○

児童、生徒全員に対し、給食費を一食当たり１００円の補助をしている。
自転車通学の生徒に対し、ヘルメット購入費を補助している。 スクールバス運行の実施。

○ ○ 全小中学生の通学にかかる町営バスの定期券を無償としている。

○

○ ○ ○
新入学生用の学用品助成

○ ○ ○ ○ ○

就学援助制度の運用や，経済的に困窮している児童生徒に対する市町村の取組・対応につ
いて，これまでの回答への補足

Ⅴ その他

１．学校における保護者負担軽減に向けた取組の状況 ２．教育委員会における保護者負担軽減に向けた取組の状況

（１）教育委員会が把握している学校の取組（あてはまるものすべてに○）

（２） クの内容及び補足説明

（１）教育委員会における取組（あてはまるもの全てに○）

（２） コの内容及び補足説明 （３）その他学校や教育委員会以外での取組

ア．自治
体内で学
用品等の
仕様の統
一

イ．自治
体内で学
用品等の
一括契
約・購入

ウ．学用
品等の中
古品を安
価で販売
（バザー
等）

エ．学用
品等（中
古品を含
む）の貸
し出し

オ．学用
品等（中
古品を含
む）の無
償給与

カ．就学
援助とは
別に，学
用品費等
の一部助
成

キ．学用
品費等の
購入費用
の貸付

ク．学校（又
は校長会等）
に対して，学
用品等の取扱
いに関する通
知やマニュア
ルを提示

ケ．学校
（又は校長
会等）に対
して，他校
の取組状況
等を情報提
供

コ．その
他
→（２）

ク．その
他
→（２）

キ．把握
していな
い

カ．使用
する学用
品等の入
札・合見
積等の実
施

オ．使用
する学用
品等の精
選

エ．低廉
な学用品
等の使用

ウ．学用
品等（中
古品を含
む）の無
償給与

イ．学用
品等（中
古品を含
む）の貸
し出し

ア．学用
品等の中
古品を安
価で販売
（バザー
等）


